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本市では、平成 25 年３月に策定した「第２次札幌市消費者基本計画」において、「自ら考

え、判断することのできる消費者を育てるための消費者教育」という基本理念を掲げた。こ

の理念の実現にあたり、消費者自らが消費生活に関する様々なことを「知ろう」とする社会

の構築と、消費者教育のシンボルとして、「しろう（知ろう）くま」を平成 27 年度に制作し

た。 

その後、令和元年度には「しろうくま」の相棒として、「くろうくま」を制作し、これまで

多くの教材や啓発資材で活躍している。 
 

 

 

 

  

  

「知ろう」という気持ちを常に大事にしてい

る。少し老け顔。 

消費者トラブルに巻き込まれがちで「苦労」

が絶えない。だが明るい。 
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     消費者基本計画の背景・位置付け 

 札幌市では、平成６年に札幌市消費生活条例（以下「消費生活条例」という。）を制定し、商

品やサービス等における危害等の防止やその確保・物価安定、消費者被害の救済等に関する施

策を進めてきました。 

 その後、高齢化や高度情報化の進展などの消費者を取り巻く環境の変化や、新たな手口によ

る悪質商法などに対応するため、平成 19 年に消費生活条例を全部改正しました。 

 改正後の消費生活条例においては、「消費者の権利の確立」と、「消費者が自主的かつ合理的

に行動するための自立支援」を基本理念とし、市はこれに則り消費者施策を総合的かつ計画的

に推進するための基本となる計画（以下「基本計画」という。）を策定することとなっています。 

 また、平成 24 年 12 月に施行された「消費者教育の推進に関する法律（以下「推進法」とい

う。）」において、消費者教育の推進に関する施策についての計画である「消費者教育推進計画」

を策定することが、市町村の努力義務として規定されたことを踏まえ、平成 27 年３月に「札幌

市消費者教育推進プラン（以下「消費者教育推進プラン」という。）」を策定しました。 

 その後、平成 30 年に第２次基本計画と消費者教育推進プランを一体の計画として統合した第

３次基本計画が策定され、これまで消費者教育も含めた様々な分野の消費者施策を総合的かつ

計画的に進めてきましたが、このたび第３次基本計画の計画期間が終了することから、消費者

を取り巻く環境の変化や新たな課題を踏まえ、新たに第４次基本計画を策定します。 
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 基本計画は、消費生活条例第 10 条に基づき策定される計画であるとともに、推進法第 10 条

の２に定める「消費者教育推進計画」として位置づけられます。 

 さらに、札幌市の目指すべき都市像やその実現に向けた基本目標などを定めた、まちづくり

の基本的な指針である第２次札幌市まちづくり戦略ビジョン（令和４年度～令和 13 年度）及び

その中期実施計画の個別計画として位置付けられます。 

 戦略ビジョンにおいては、「まちづくりの基本目標」の中に「日常の安全が保たれたまち」を

位置付け、その目指す姿の１つとして、「犯罪や消費生活に関するトラブルの発生が未然に防止

されている」と掲げているため、第４次基本計画でもその実現に向けて施策を推進していきま

す。 

 また、第４次基本計画の計画期間は、今後の社会経済情勢に応じて柔軟な見直しを行う観点

から、５年間（令和５年度～令和９年度）とします。 
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 SDGs（Sustainable Development Goals、持続可能な開発目標）は、2015 年 9 月の国連サミ

ットで採択された、2030 年までに持続可能でより良い世界を目指す国際目標です。 

 札幌市においても、「札幌市 SDGs 未来都市計画」に基づき、全庁的に SDGs 推進の視点を取

り入れた施策展開を行うこととしています。 

 SDGs の達成のためには、事業者のみならず、消費者も含めたすべての関係者が役割を果た

すことが必要です。 

 第３次基本計画では、特に優先的に取り組むべき課題である「重点項目」ごとに SDGs 達成

に向けた取組を行ってきましたが、第４次基本計画でも引き続き SDGs の達成に寄与する施策

を展開していきます。 
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     消費者問題の現状と課題 

 少子高齢化、グローバル化の更なる進展や、地域のつながりの希薄化による孤立した住民の増

加、新しい生活様式の実践に伴い更に加速したデジタル化の進展などにより、消費者を取り巻く

環境は変化を続けています。 

 第４次札幌市消費者基本計画を策定するにあたり、消費者を取り巻く現状と消費者問題の動向

を分析し、札幌市が取り組むべき課題を明らかにします。 

 

 

   札幌市の人口全体における 65 歳以上の高齢者の割合を示す高齢化率は増加を続け、令和５

年には人口の３割以上が高齢者となる見通しです。 
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＜資料＞総務省統計局「国勢調査」により作成

令和５年度以降はまちづくり政策局政策企画部企画課推計
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   高齢単身世帯数も増加の一途を辿っており、今後さらに増加する見通しです。 

 高齢者は、悪質商法のターゲットとして狙われやすく、今後も高齢者の消費者被害の増加

が懸念されます。 
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＜資料＞総務省統計局「国勢調査」により作成

令和７年度以降はまちづくり政策局政策企画部企画課推計
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 また、地域において付き合いがある人が年々減少していることがわかっています。 

 高齢単身世帯の増加や地域における繋がりの希薄化は、消費者被害に遭っても気付くこと

ができない、もしくは誰にも相談できないまま被害が深刻化してしまう事態を招く恐れがあ

ります。 
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＜資料＞内閣府「社会意識に関する世論調査」より作成 
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 日本国内では令和２年１月以降、新型コロナウイルス感染症が拡大し、感染予防効果を不

正に表示した商品が見られるなど、感染拡大に便乗した消費者トラブルや詐欺が多く発生し

ました。また、不確かな情報の拡散とそれに影響を受けた買いだめによる生活関連物資の品

薄や、品薄となった商品の高額転売などといった消費行動が見られ、市民の生活に大きな混

乱をもたらしました。 

 そのような中で、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を予防するにあたり、消費者およ

び事業者ともに「新しい生活様式」への対応が求められました。「巣ごもり消費」の増加等を

背景としたインターネット取引、デジタル技術を利用したテレワーク、電子決済等が拡大す

る中で、スマートフォンの普及等に伴い兆しを見せていた消費生活のデジタル化は更に加速

し、市民の生活はコロナ禍以前のようには戻りようのない変化を続けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜「新しい生活様式」啓発資料『さぁ！サッポロスマイル』（抜粋）＞ 
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 消費生活におけるデジタル化の進展は、消費者にとっては利便性の向上や商品・サービス

の選択の幅が広がるなどの恩恵をもたらしました。 

 その一方で、インターネット上で取引の場を提供する「取引デジタルプラットフォーム」1

の発展や、インターネットを通じた海外との取引の活発化によって取引形態が多様化してお

り、それに伴い消費者トラブルも複雑化してきています。 

 また、インターネット取引においては、詐欺的な定期購入商法2や、消費者にわざと誤解さ

せるような内容の悪質なアフィリエイト広告3など、新たに対処が必要な消費者トラブルも増

加しており、技術革新の進展に合わせた消費者保護など、新しい生活様式への対応が求めら

れています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
1 
インターネット上における商品を売買する Web サイトのことで、国や地域を問わず様々な売主が出品でき、消費者間での取引
も行うことができる。例として、「Amazon」や「楽天」、「Yahoo!ショッピング」、「メルカリ」などが挙げられる。 
2 
「初回０円」や「お試し 500 円」など、低廉な価格を大々的に表記する一方で、実際には高額な金額での支払いを伴う複数回の
購入が条件となっていることを目立たないように表記して、定期購入と気付かせないまま購入を促す商法。 
3 
インターネット広告の手法で、広告から発生した売上に応じて事業者から広告製作者に報酬が支払われる仕組み。その仕組み
や広告内容に関する責任の所在が不明瞭であったため、過激で消費者の誤解を招く悪質な広告が多発し問題となった。 
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＜資料＞総務省「家計消費状況調査」
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 札幌市消費者センターに寄せられる消費生活相談件数は、12,501 件（平成 30 年度）、11,803

件（令和元年度）、9,888 件（令和２年度）、9,342 件（令和３年度）と減少傾向にありますが、

北海道立消費生活センター4に札幌市内に居住している相談者から寄せられた相談件数も併

せると、年間約 15,000 件程度と概ね横ばいで推移しています。 

 販売方法別に見た相談件数は、特に多い「店舗購入」と「通信販売」の相談件数の推移に

着目すると、「店舗購入」が多かったものの、例年減少傾向にあります。反対に「通信販売」

は例年増加傾向にあり、令和元年度に「通信販売」が「店舗購入」を上回りました。 

 これは、スマートフォンの普及に伴い、インターネットを利用して誰でも簡単に商品やサ

ービスを購入（契約）できるようになったことが要因と考えられます。 

 

 
※ 

※ 

 

 

 

                                                      
4  
札幌市消費者センターと同様に、消費者からの契約トラブル等に関する相談を受け付けており、また市町村の区域を越えた広

域的な見地などから、市町村に対する必要な助言、協力、情報の提供その他の援助を行うこととなっている。令和３年度には

全体で 8,791 件の相談が寄せられ、その中には札幌市民からの相談も多いことから、札幌市内における悪質な事業者に対する

事業者指導について連携した取組を行うとともに、啓発事業の内容や実施手法等について情報交換を行っている。 
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＜資料＞市民文化局消費生活課、北海道立消費生活センター集計 
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  依然として「60 歳代以上」の相談が高い割合を占めており、引き続き高齢者に対する見守

り、啓発活動に力を入れていく必要があります。 

  また、「20 歳代以下」の相談割合は令和２年度以降増加傾向にあり、成年年齢引下げを契機

として、若い世代の消費者被害は更に深刻化していく恐れがあります。 

  若い世代で特に多い相談は、「ダイエットサプリメント」などの健康食品に関する相談や、

「オンラインゲーム」、「副業サイト」などのデジタルコンテンツに関する相談、「原状回復ト

ラブル」などの賃貸住宅に関する相談でした。 

※ 
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＜資料＞市民文化局消費生活課、北海道立消費生活センター集計 
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  SNS 広告をきっかけとして購入した商品や、SNS で知り合った相手から勧誘された契約な

ど、SNS に関連した消費生活相談が、この数年で大きく増加しています。20 代からの相談が

最も多いですが、すべての年齢層において増加傾向がみられます。 

  これは、札幌市のみならず、全国的にも顕著にみられる傾向であり、副業や投資などとい

ったもうけ話や、SNS 広告から購入した脱毛、ダイエットなどの美容関連商品に関するトラ

ブルについて、特に多くの相談が寄せられています。 

 

                                                      
5 
ソーシャルネットワーキングサービス（Social Networking Service）の略で、登録された利用者同士が交流できる会員制 Web

サービスの総称。情報を発信する対象や閲覧を許可する対象を設定することで、閉ざされた空間を作ることができ、利用者間

の密接なコミュニケーションが可能。 
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＜資料＞市民文化局消費生活課集計 
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 消費者トラブルや消費者教育についての市民の意識を把握するため、令和３年８月から９月に

かけて、18 歳以上の札幌市民を対象とした市民意識調査を行いました。 

 

  名前だけ知っている人も含めると、「札幌市消費者センター」を知っていると回答した人は

86.4%でしたが、相談ができることを知っていると回答した人は 63.9%でした。若い世代ほ

ど「知らなかった」と回答した人が多くなり、若い世代の認知度が低い傾向が見られました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 最も多かった回答は「自分で知識を身に付けたり、学習したりする」で、次に多かったの

は「広報誌や行政からのお知らせ、報道などで情報を収集する」でした。多くの人が、被害

に遭わないためには自ら学習、もしくは情報収集し、知識を身に付けることが重要だと考え

ていることがわかりました。 
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啓発活動を行っていることを

知っていた
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51.3%
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知らないが、名前だけは

聞いたことがあった

22.5%
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10.8%

無回答

2.9%
対象者全体(N=2,478)
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 最も多かったのは「悪質業者の取り締まりの強化」で、次に多かったのは「消費者への情

報提供」でした。悪質な事業者に対する指導を行うとともに、それと並行して悪質事例の注

意喚起をしていく取組が求められていると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 最も多かったのは、「学校などにおける授業の充実」で、次に多かったのは「消費者教育の

重要性を市民に知ってもらうための広報やパンフレットでの周知」でした。若い世代ほど学

校での消費者教育を重視し、高齢世代ほど地域などにおける講座を重視する傾向が見られま

した。 
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 消費者庁では、「消費者の権利の尊重」と「自立の支援」を基本理念とし、平成 16 年に消費

者保護基本法を改正した消費者基本法が制定されたことを受け、平成 17 年に「消費者基本計

画」を策定し、計画に基づいて消費者政策の推進が図られてきました。 

 令和２年３月には、消費者を取り巻く環境の変化や新たな課題等に適切に対応した消費者政

策の推進を目指し第４期消費者基本計画が策定されました。 

 

 

 

 

 

 北海道では、北海道消費生活条例に基づき、道民の消費生活に関する施策を総合的かつ計画

的に推進するための基本的な計画を策定することとしています。 

 令和２年３月には、経済社会情勢の変化及び第２次計画期間中の取組状況や課題を踏まえ、

今後の北海道における施策を体系的に位置づけるものとして、第３次北海道消費生活基本計画

が策定されました。 
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 詐欺的な定期購入商法における消費者を誤認させる表示の規制や、販売預託6の禁止物品等

の範囲拡大など、制度面においても様々な消費者保護が図られました。 

 しかし、その一方で、民法の改正により成年年齢が 20 歳から 18 歳に引き下げられたこと

により、これまで未成年であった 18 歳、19 歳の若者がクレジットカードをつくる、高額な

商品を購入した時にローンを組むといったことが親の同意なく一人でできるようになりまし

た。また、未成年者は親の同意を得ずに契約した場合、民法の定めにより「未成年者取消権」

によって契約を取り消すことができますが、成年年齢引下げに伴い、「未成年者取消権」が行

使できる年齢も同様に引き下げられました。18 歳、19 歳の若者が、知識や経験が浅いまま、

高額な契約ができるようになり、また簡単に契約を取り消すことができなくなったことから、

悪質商法の標的とされ、若い世代における消費者トラブルの深刻化が懸念されます。 

 また、新しい生活様式の実践により、消費生活におけるデジタル化が更なる加速を見せる

中で、契約書面の電子化が認められることとなりました。スムーズな契約を行うことができ

るなど消費者、事業者双方の利便性を高める一方で、電子機器に不慣れな高齢者が契約書面

の重要な事項を確認できないまま契約してしまったり、家族や周囲の人が紙の契約書によっ

て悪質商法の被害に遭っていることを察知することができなくなるなど、高齢者が悪質商法

の標的となる恐れがあります。 

                                                      
6 
販売した商品を「第三者にレンタルする」「運用する」として、消費者から預かった商品によって発生した利益を配当金として
消費者に定期的に渡すことを約定する取引。実際には商品が存在していなかったり、他の顧客からの購入代金を配当金として流
用したりするなど、将来的な破綻が前提となった商法で、これまで多くの被害を生んだ。 
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  ア 地方消費者行政への支援等 

 第 4 期消費者基本計画を踏まえ、消費者の安全・安心を確保するための地域体制の全国

的な拡充を目指し、地方消費者行政強化作戦 2020 が策定されました。 

 

 

 

 

  イ 消費生活相談員の担い手確保 

 消費生活相談員のなり手不足が全国的な課題となっているため、e-ラーニング等での試

験対策講座の実施や、合格者に対し全国の消費生活センターへの就職支援を行う事業を令

和２年度から行っています。 

 

ウ 消費者教育 

 成年年齢引下げへの対応として、「成年年齢引下げに伴う消費者教育全力キャンペーン」

を推進し、イベント・メディアでの周知や、特設 WEB ページの作成、啓発動画やチラシな

どのコンテンツの作成を行っているほか、高校生向け教材「社会への扉」の全国の高校へ

の配布や、教員向けに「社会への扉」を活用した授業の解説動画の公開を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、学習指導要領が改定され、小・中学校及び高等学校の家庭科、公民科において、

平成 30 年度から順次、それぞれ消費者教育関連の項目が追加されました。 
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 第３次基本計画の推進に当たっては、毎年度、札幌市消費生活審議会（以下「審議会」とい

う。）に進捗状況の報告をしています。 

 第 3 次基本計画では、消費者を取り巻く現状や課題から、特に優先的に取り組むべき４つの

課題を「重点項目」として掲げています。それぞれの「重点項目」に掲げた取組みの実施状況、

成果指標及び行動目標の達成状況について検証を行います。 

 成果指標とは、市民意識調査（アンケート）の回答結果をもとに「重点項目」の達成度を測

るための指標です。行動目標とは、各重点項目において設定している特に重要な取組の達成状

況を測るためのより具体的な目標です。 

 なお、評価にあたっては、◎は目標値に達しているもの、〇は目標値には達していないが計

画策定時より改善しているもの、△は計画策定時より後退しているものとします。 
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●相談件数の多い消費者トラブルとそれに対するアドバイスを掲載

した「みまもり通信」をホームページや SNS に掲載しました。また、

重大な事案や、除排雪サービスに関するトラブルなど特定の時期に増

えるトラブルについては、プレスリリースも行い、消費者に幅広く注

意喚起を行うことで被害の防止を図りました。 

 

 

 

 

 

●道庁、適格消費者団体7、北海道警察と連携して悪質事業者を指導しまし

た。悪質な事業者の公表や勧告を行うとともに、被害拡大の恐れが高い事

案は指導と併せて「みまもり通信臨時号」を地域に配布し、悪質事業者に

よる被害拡大を防ぎました。 

 

 

 

 

●成年年齢の引下げを受け、若者の被害が多い「情報商材」

や「オンラインゲーム」に関するトラブルについて注意喚起

動画を制作し、LINE や YouTube 等の各種 SNS に広告とし

て掲載するとともに、テレビ CM としても放映を行い、注意

喚起することで、若者の消費者被害防止を図るとともに、相

談窓口の認知度向上に努めました。 

 

 

●市営地下鉄全線の車内に注意喚起広告を掲示し、被害が急増した詐欺的な定期購入や情報商材

詐欺の注意喚起を行い、被害拡大の防止を図るとともに、相談窓口の周知を行いました。 

                                                      
7 
不特定多数の消費者の利益を擁護するために不当な行為について差止請求を行うことが内閣総理大臣から認められた消費者団

体。 
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 トラブルに遭った際の対応として、「警察に相談した」「法律相談を利用した」という回答がそ

れぞれ増加しています。これは、解決が困難である複雑な相談が増えたことによるものと考えら

れます。 

 消費者センターにおいても、消費生活相談員向けの研修や、相談における専門機関との連携な

ど、引き続き消費生活相談の体制強化が必要です。 

 

 不当な取引行為の基準の周知に向け、逐条解説を札幌市公式ホームページにおいて公開してい

ます。適正な取引行為の徹底に向け、今後は事業者団体との会議等の際に、逐条解説と実際の相

談事例を用いて基準の周知に取り組んでいく必要があります。 

  

 毎月のみまもり通信による情報提供に加え、被害拡大が懸念される案件については、プレスリ

リースを実施するとともに、直ちにみまもり通信（臨時号）を関係機関や消費生活サポーターに

配信し、被害拡大の防止に努めました。 
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●地域における見守りの担い手である消費生活サポーターとして登録

した市民や企業・団体等と「消費者被害防止ネットワーク」8を形成の

うえ、連携して見守りや消費者被害の早期発見等を推進しました。 

 見守る立場の人々や団体に対して「みまもり通信」を毎月配信し、職

場での掲示や研修、地域での啓発等での活用を依頼しました。また、地

域での見守り活動に役立つ講座等の実施を通じ、見守る立場の人々のフ

ォローアップを行い、よりきめ細やかな見守り活動を行うことで、被害

の早期発見や未然防止に取り組みました。 

 

 

●高齢者等を対象に、紙芝居や寸劇などを用いた分かりやすい講座を実施し、高齢者や障がい者

の消費者被害の未然防止に努めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●若者が多く被害に遭っている詐欺的な定期購入商法について、Google や YouTube、Instagram

等の SNS など、各種 Web コンテンツに広告を掲載して注意喚起を行い、若者の消費者被害の未

然防止に努めました。 

                                                      
8 
消費生活サポーターとして登録した市民や団体をはじめ、地域で活動する企業・関係機関等と連携し、見守りや消費者被害の

早期発見・救済を推進するネットワーク 
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 様々な手法で消費者センターの周知を行い、消費者センターの知名度は計画策定当初から大き

く伸びましたが、目標の 80％には届きませんでした。 

 市民意識調査の結果からは、29 歳以下が 40.0%、70 歳以上は 75.4%と、若い世代ほど認知度

が低い傾向が見られました。今後も成年年齢引下げの対策として若い世代への啓発を充実させて

いくなかで、並行して相談窓口の周知も行っていく必要があります。 

 

 

 各区の民生委員・児童委員代議員会や、町内会連合会における制度説明を行い、登録を働きか

け、目標の令和４年度末における登録者数 300 人の達成が見込める状況となりました。今後は拡

充した地域の担い手を効果的に活用する取組が求められます。 

 

 

 従来の講座やパネル展示といった取組に加え、若者の利用者が多い LINE、Twitter、Instagram、

YouTube などの Web コンテンツを用いた啓発を実施することで、多くの若者に啓発を実施する

ことができました。また、成年年齢引下げに向けてテレビ CM の放映や見逃し配信サービス TVer

における広告配信を通じて、若者だけでなく親や家族に対しても広く啓発を行いました。 

 成年年齢引下げにより、今後も若者の消費者トラブルの深刻化が懸念されるため、引き続き若

者への効果的な啓発が必要です。 
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●北海道小学校家庭科教育連盟と連携して作成し

た小学生向けの消費者教育副教材市内全小学校へ

配布し、小学校での消費者教育を推進しました。 

 また、この教材は（公財）消費者教育支援センタ

ー主催の「消費者教育教材資料表彰 2021」において

優秀賞を受賞しました。 

 

 

●日本消費生活アドバイザー等監修のもと、中学生

向けの消費者教育副教材を作成し、市内全中学校へ

配布しました。映像教材とワークシートで構成して

おり、授業で活用しやすいよう、教師用の解説動画

及び指導書も併せて作成することで、中学校におけ

る消費者教育を推進しました。 

 

 

●高校生向け副教材「社会への扉」（消費者庁作成）と「クロサギ～若者の

消費生活トラブル回避のための自己防衛ハンドブック」を市内高等学校へ配

布し、多くの高等学校において授業等で活用され、成年に向け自立した消費

者となるための学びの機会を充実させることができました。 

 

 

 

●大学へのアンケートや大学生へのヒアリングを基に作

成した若い世代向けの啓発冊子を市内の全大学へ配布を

行い、消費者被害に遭わないためのポイントについて啓

発することで、消費者被害を自ら回避するための知識向

上を図りました。 

 

 

●学校の先生の要望に応じて講座内容を組み立てる「セ

ミオーダー型」の講師派遣講座を小・中学校及び特別支

援学校向けに実施しました。アンケート結果から、多く

の学校から高い評価をいただき、授業において充実した

消費者教育を提供することができました。 
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 成年年齢引下げを見据え、若い世代に対する消費者教育に重点的に力を入れてきましたが、目

標には到達しませんでした。 

 コロナ禍によって、講座の受講人数が大幅に減少（H29：5,777 人⇒R２：1,715 人）を踏まえ

ると、コロナ禍が大きく影響したことが要因として考えられます。 

 また、40 代、50 代の市民が「消費者教育を受けた」と回答した割合が低いため、今後は企業や

団体サポーター等と連携し、働き世代に対する消費者教育にも力を入れていく必要があります。 

 

 

 小学生～大学生向けの全ての教材が完成し、市内の各学校へ配布を行っています。今後も、制

度改正や消費者トラブルの傾向など、教材の内容を更新しながら配布を継続します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

 

         



 第２章 消費者問題の現状と課題 

24 

 

 

 消費生活条例の理念でもある、「消費者の自立の支援」といった観点から、「危険を回避する能

力」、「トラブル対応能力」に関する分野の消費者教育に重点的に取組みつつ、様々な分野の取組

を実施することで、累計 100％の項目を網羅することができました。消費者を取り巻く環境の変

化や制度改正など、今後消費者政策における様々な課題に対応するためには、網羅的な消費者教

育を行うだけでなく、必要な内容を必要な年齢層に対して学びの機会を効果的に提供することが

求められます。 
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●悪質な事業者に関する情報について、適宜、適格消費者団体と情報交換を実施し、連携して被

害拡大防止に努めました。 

 

●様々な事業者団体等と意見交換会を実施し、情報を共有するとともに、各業界に寄せられてい

る消費者からの相談等について解説し、苦情を減らすための助言を行うことで、取引行為の適正

化を図りました。 

 

●消費生活サポーターとなった企業・団体（団体サポーター）と協働して啓発活動等を行うこと

で、よりきめ細やかな情報提供や見守り活動を行うことができました。 

 

 ・日本生命保険相互会社札幌支社に毎月みまもり通信を送付し、営業活動の際に配布を依頼 

 ・札幌市老人クラブ連合会と「消費生活・見守りサポーター養成講座」を共同開催 

 

●北海道立消費生活センターと共催により街頭啓発「悪

質商法・特殊詐欺被害防止キャンペーン」を行いました。 

その他にも、北海道や北海道立消費生活センターと共同

した啓発の取組を行い、連携して被害の未然防止を図り

ました。 
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 各種啓発・広報事業の際に、相談窓口の周知を行うとともに、消費生活サポーターの拡充など

「消費者被害防止ネットワーク事業」を通じて町内会や民生委員等に対して講座等を実施し、見

守り活動の促進を行ったところ、トラブルに遭った際の対応として、「消費者センターに相談した」

と回答した人（12.1％⇒18.5％）と「町内会・民生委員などに相談したと回答した人（0.9％⇒3.2％）

がそれぞれ増加し、前回よりも改善しましたが、目標には届きませんでした。 

 依然として誰にも相談できなかった人がいる状況を深刻な課題と受け止め、見守り体制の強化

や情報提供手段の工夫、相談窓口の更なる周知など、社会から孤立した消費者を取り残さないた

めの取組が必要です。 

 

 

 当初の目標を大幅に超え、達成することができました。登録した団体サポーターとどのように

連携を行い、啓発活動を充実させるかということが今後の課題となります。 

 

 毎年情報交換会を開催し、相談情報の提供などを行うことができました。今後は情報交換会の

場において、適正な取引行為の推進に向けた助言や消費者向け啓発活動への協力の働きかけを行

うなど、より有効に活用する必要があります。 
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 第３次基本計画の実施状況や消費者を取り巻く環境の変化、市民意識調査など、消費者問題

をめぐる現状と課題を踏まえ、第４次基本計画では、以下の方向性で消費者施策を推進してい

く必要があります。 
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     第４次基本計画の全体像 

消費者問題は、電子商取引の進展などにより今後も更に複雑化・多様化を続けることが見込

まれます。消費者行政としては、こういった消費者を取り巻く環境の変化に合わせ、新たな視

点に立った消費者施策を展開していくことが必要です。 

一方で、市民には、単に保護される存在に留まらず、消費者が主体となって、自ら考え、判

断し、行動していく「消費者市民社会」の形成に積極的に参画することが求められます。 

また、事業者には、地域を構成する一員として、その事業活動を通じ、市民の安全で安心な

生活の実現に貢献することが期待されます。 

消費者施策の推進にあたっては、札幌市第２次まちづくり戦略ビジョンにも掲げているよう

に、これらの様々な主体がそれぞれの持つ力を発揮しながら、連携して取り組むことが必要で

す。 

 第４次基本計画においては、「消費者の権利の確立と自立の支援」という消費生活条例の基本

理念のもと、見守りネットワークをさらに拡充し、特に企業や事業者団体との連携を充実させ

るとともに、これまで以上にきめ細かい情報提供を行うことで、消費者支援のための機能を強

化していきます。 

また、複雑化する悪質商法に対応するため、消費生活相談体制の整備や悪質な事業者への調

査・指導の取り組みの強化を行うとともに、デジタル媒体等の効果的な手法を用いて各年齢層

にそれぞれ必要とされる消費者教育を充実させます。 

 これらの取組の推進にあたっては、「消費者被害の未然防止」、「被害救済」、「被害拡大の防止」

の各分野の緊密な連携により、相互に連動した一体的な取組を実施することで、より安全で安

心な消費生活の実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 
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 第 3 次基本計画では、消費生活条例の理念である「消費者の権利の確立と自立の支援」に基

づき設定した９つの基本的方向の下、消費者施策を推進してきました。第４次基本計画では、

条例の理念を受け継ぎつつ、消費者施策を分野ごとに分け、それぞれの分野における取組の理

念を表した３つの「施策の柱」を掲げました。「施策の柱」の下に各施策を再整理し、総合的に

消費者施策を推進していきます。 

 各施策の柱には、第２章で掲げた「第４次基本計画において向かうべき方向性」をより色濃

く反映した施策として「重点施策」を設定し、消費者問題の現状と課題に対応した取組を行っ

ていきます。 

 また、電子商取引の拡大やそれに伴った消費者トラブルの複雑化など、「新しい生活様式」の

実践による消費者を取り巻く環境の急速な変化を踏まえ、第４次基本計画では、「新しい生活様

式」への対応という視点から、それぞれの「施策の柱」に整理された各施策の中から関係する

施策をまとめ、その取組の効果を検証し、その時々の状況に沿うようにあり方を適宜見直すこ

とで、今後も更に変化を続ける消費者問題に対し柔軟かつ適切に対応していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

第３次基本計画
基本的方向 施策の柱 施策の類型

１ 商品などの安全性の確保

１ 安全・安心な暮らしの推進 ２ 危害の拡大や再発防止

３ 災害などに向けた取組み

４ 表示・広告の適正化

５ 包装の適正化

６ 計量の適正化

３ 取引行為の適正化の推進 ７ 不当な取引行為の禁止

８ 不当な取引行為に関する情報提供

９ 円滑な流通の確保

５ 消費者被害からの救済の推進 11 相談・苦情処理体制の充実

13 消費者訴訟の援助

14 消費者意見の反映

15 消費者の自主的な組織活動の推進

８ 消費者教育・啓発活動の推進 17 消費者教育の推進

18 消費者啓発・情報提供の推進

第４次基本計画

重

点

施

策

を

含

め

た

各

施

策

２ 表示など（広告その他を含

  む）の適正化の推進

施策の柱１

誰もが安全で安心できる消費生活の実

現

４ 商品やサービスなどの確保や

  物価の安定の確保 10 商品またはサービスなどの確保

  及び価格の安定

施策の柱２

誰一人取り残さない消費者被害の救済

12 高齢者・障がい者の見守り活動の

  推進６ 消費者意見の反映及び消費者

  の自主的行動の推進

７ 持続可能な社会の形成に向け

  た行動の推進 施策の柱３

自ら考え、判断し、行動する消費者と

なるための学びの機会の充実

16 社会経済や環境・エネルギーに配

  慮した消費者・事業者行動の推進

９ 関係機関・団体との連携の推

  進
各施策において連携を推進

消費者の権利の確立と自立の支援

（条例の理念）

消費者の権利の確立と自立の支援

（条例の理念）
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 消費者被害から消費者を守るためには、被害の未然防止、救済、拡大防止の取組内容につい

て情報共有を行い、全体として方向性が一貫した取組を行う必要があります。 

 第４次基本計画では、消費者被害の「未然防止」・「救済」・「拡大防止」これら３つの概念を

司る「施策の柱」の取組を連動させて行うことで、被害の発生から発見・救済・注意喚起まで

を迅速に実施し、被害の拡大を最小限に留めます。 
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 第１章でも掲げたとおり、第４次基本計画でも第３次基本計画に引き続き、SDGs の視点を

取り入れた取組を推進していきます。 

 第４次基本計画では、SDGs の達成に向けた事業者への支援や指導を行うとともに、人・社

会・地域・環境に配慮した消費行動（=エシカル消費）の推進に向けた消費者教育などを実施し、

以下の SDGｓの達成に寄与します。 
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     施策の展開 

 

 

 事業者に適正な取引行為を徹底させるとともに、消費者に必要な注意喚起を適時適切に行うこ

とで、消費者被害に遭うことなく、安全で安心な消費生活を送ることができる社会の実現を目指

します。 

  

重点施策 

 

 地域で見守り活動を行っている団体や福祉の専門機関、企業など様々な主体との連携や、多様な広報媒体

の活用などによりインターネットを利用しない市民や外出機会のない市民も含め、全ての市民に行き届く情

報提供を実施します。 

 

 消費生活相談室と随時相談情報を共有し、悪質性の高い事業者については、被害事例が蓄積する前に迅速

に指導を行います。また、条例違反がなくても今後被害が見込まれる場合は直ちに実態の調査を行います。

被害拡大の恐れがある事例は調査・指導と並行して注意喚起を行うことで、被害の拡大を最小限に抑えます。

 事業者に対し、消費生活相談窓口に寄せられた相談内容をもとに研修等を実施し、消費者トラブルを生ま

ないために留意するべき点を解説するとともに、不当な取引行為の基準を周知徹底します。 

 消費者トラブルに遭っても誰にも相談できないまま一人で抱え込むことのないよう、全ての市民に相談窓

口を知っていただくために、様々な媒体を活用して周知を行います。 

 

 

 

 

 

第４章 

これまでの計画にない、新

たな取組を伴う施策。 

現計画からさらに力を入れて（レ

ベルアップさせて）取り組む施策。 

新しい生活様式（New Normal）

に対応するための施策。 
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主な施策 

 消費生活を脅かすような商品およびサービスが供給されることのないよう、必要な調査を行

い、事業者に対して監視・指導を行います。 

 

 消費者の安全を害する商品やサービスについて、危害の拡大や再発防止のために情報収集し、

消費者へ提供します。 

 

 

 災害や感染症の拡大期などの非常時には、生活関連商品の供給体制の確保や便乗値上げに対

する監視体制を整備します。 
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 消費者が適切な商品やサービスを選択するためには、品質や内容について適正な表現により、

情報が提供される必要があることから、定められた基準を事業者に遵守させる取組を行います。 

 

 必要限度にとどめた適正な商品包装や包装の安全性について、事業者や消費者への理解を深

める取組を行います。 

 

 

 事業者と消費者の取引に際して、適正な計量が確保されるための施策を実施します。 
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 消費者が安全に買い物やサービスを利用できるよう、不当な取引行為に関する情報の収集・

共有を行い、事業者指導を実施します。 

 

 消費者に対し、拡大の恐れがある消費者被害や相談窓口について情報提供を行うとともに、

事業者に対し、不当な取引行為の基準等を周知し、適正な取引行為を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

霊感商法って？ 

霊感など合理的に実証することが困難な特別な能力をかたって、この

ままで悪いことが起きると消費者の不安をあおり、厄除けの効果があるとする品物の

購入や、開運に必要な助言を受けるための契約を行わせる悪質商法です。 

 これに近いものとして、新興宗教に対する信者からの寄附に関する問題があります

が、当事者である信者本人が消費者センターに相談する必要があることや、寄附を既

存の枠組みでは法的に取り消すことが困難であるなど多くの問題があります。現在、

国では法改正も含めて対策について検討を続けていることから、札幌市でも関係機関

との連携を図りながら、適切に対応していきます。 
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 関係機関と連携し、消費者への生活関連商品の安定供給に努めます。 

 

 

 商品やサービスについて、価格や流通状況に関する調査を行い、結果について消費者へ情報

提供します。 
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 高齢者や障がい者等を標的にした悪質商法による消費者被害の防止のため、地域で高齢者や障

がい者等と関わりのある団体等と連携した見守り活動や、消費生活相談の利便性向上及び体制の

充実により、全ての消費者に必要な情報が届き、救済を受けられる社会の実現を目指します。 

 

重点施策 

 見守りネットワークの拡充により見守りのすそ野を広げ、判断能力の低下により被害に気付けない高齢者

や障がい者などの消費者被害発見の機会を増やします。 

 見守る立場の人々に対するフォローアップ講座や情報提供の充実を行うことで、ネットワークの強化を図

るとともに、社会から孤立した人々にまで行き届く情報提供・注意喚起を行います。 

 取引のデジタル化等により多様化・複雑化している消費者トラブルに対応するため、消費生活相談員に対

する研修によるスキルアップや、複雑な相談事例における専門機関との連携により、相談体制の強化を図り

ます。また、長期的な相談体制維持を見据え、相談員の人材確保にも取り組みます。 

 ビデオ通話や、AI を活用したチャットボット9による助言など、相談の選択肢を広げ、利便性を向上させ

るとともに、多様なニーズに対応することで、誰にとっても利用しやすい相談窓口を目指します。 

 

 

 

 

 

 

                                                      
9 
簡易メッセージやチャットなどのサービスにおいて、自動応答を行うプログラムの総称。問い合わせに対する受け答えや、欲

しい情報を検索する際の補助など、様々な分野で活用されており、AI の搭載により応答内容を学習していくものもある。 
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主な施策 

 消費者からの苦情や相談に対し、適切な助言、あっせん等を行います。それらを行うにあた

っては、相談窓口に適正な人員を配置するとともに、消費者が相談しやすい環境を整備します。 

 また、相談窓口を知ってもらうための取組みや、より高度で複雑化した消費生活相談の解決

ができるよう、相談員の資質向上を図ります。 

 

 高齢者や障がい者を標的にした悪質商法等による消費者被害の未然防止・早期発見・救済の

ために、関係機関と連携した見守りや、相談しやすい体制を整えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特殊詐欺と悪質商法のちがいって？ 

電話で親族や公共機関の職員を名乗って金品をだまし取る、還付金が

受け取れると ATM を操作させて犯人に送金させるなどの犯罪行為です。

うその表示や断りにくい状況下での勧誘により、消費者の意に沿わな

い契約をさせるなど、広告や販売方法に問題のある取引行為です。 

 この計画では、悪質商法の被害防止のための施策を盛り込んでいますが、詐欺行為

の中には悪質商法と区別が難しいケースもあり、そうした詐欺行為についても悪質商

法に関する施策のなかで、被害防止や救済に向けた取組を行っていきます。 
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 消費者と事業者間での訴訟において、消費者に必要な援助を行います。 

 消費者の意見などを、消費者施策に適切に反映させる場や、意見表明の機会を設けます。 
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 全ての市民が身近なところで必要な学びの機会を得ることができ、消費者被害を回避するとと

もに、自らの消費行動が社会経済や環境等に与える影響に配慮して商品・サービスの選択を行う

ことができる社会の実現を目指します。 

 

重点施策 

消費生活をはじめ様々な面におけるデジタル化が加速するなかで、啓発手法にもオンラインやオンデマン

ド等を取り入れ、より学びの機会が得られやすい環境を整えるとともに、効果的かつ効率的な啓発を行いま

す。

 学生時代に消費者教育を受けていない年代を含む勤労世代に対する消費者教育を充実させることで、受講

者本人のみならず、家庭内の高齢者や子どもなど、家族にも啓発効果が広がることが期待できます。 

 また、消費者問題に関する啓発を消費者にとってさらに身近なものとなるよう、地域で身近な事業者に消

費者教育の担い手となるよう働きかけ、事業活動を通じた啓発を促進します。 

 LINE や Twitter などの SNS や、YouTube など、若者の目に触れやすい媒体と若者が興味を持ちやす

いコンテンツを活用して啓発を行い、成年年齢引下げにより深刻化が懸念される若者の消費者トラブルに対

応します。

 小学校・中学校・高等学校向けに、それぞれ毎年教材を配布するとともに、教員向けに授業における教材

の活用方法についても研修等を実施。また、授業に取り入れやすい学校への講師派遣講座も実施し、学校で

の消費者教育を推進します。 

 老人クラブや、デイサービス等の福祉事業所などに講師を派遣し、紙芝居や寸劇など、わかりやすく悪質

商法等について啓発を行います。 
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主な施策 

 消費者団体等が実施する情報提供や被害防止に向けた啓発活動などの自主的な活動を促進す

るための環境を整備します。 

 

 消費者が将来にわたって持続可能な消費生活を送ることができるよう、必要な知識の普及・

情報の提供などを行い、消費者・事業者に、環境・生物多様性の保全、省資源・省エネルギー、

食品ロス、地産地消などに配慮した消費行動（＝エシカル消費）を呼びかけます。 
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 消費者の年代や特性に応じた学びの機会を確保するため、幅広い分野の講座を実施するとと

もに、教育現場で活用しやすい教材提供を行い、「自立」し「自律」した消費者の形成を支援し

ます。 

 

 消費者が自立した消費生活を営むために必要な知識の普及、情報の提供などを積極的に推進

します。 
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 第２章でも取り上げましたが、第３次基本計画を策定して以来、ここ数年で消費者を取り巻く

環境は著しい変化を続けてきました。特に、新型コロナウイルス感染症拡大を予防するための「新

しい生活様式」の実践は、それを大きく加速させ、消費者を取り巻く環境は転換期を迎えつつあ

ります。 

 第４次基本計画では、今後も急速に変化を続けていく消費者問題に対応していくため、各施策

の柱におけるそれぞれの分野の施策に対し、新しい生活様式への対応という視点から光を当て、

関係する施策をピックアップして以下のようにまとめました。これらの施策については、その取

組の効果や影響を一元的に検証し、手法のあり方などについて適宜見直しを行うことで、今後の

消費者を取り巻く環境の変化に応じて柔軟に対応していきます。 

 

               （※各施策の柱における取組の再掲） 

 「新しい生活様式」の浸透により、電子商取引は更なる急拡大をみせましたが、取引デジタル

プラットフォームを介した取引や、海外との取引など、取引形態が多様化していることに伴い、

消費者トラブルは複雑化するとともに、新たな手口の悪質商法も次々と現れています。 

 こういった状況に対応するにあたり、相談員の研修機会の増加や、相談及び事業者指導におけ

る専門機関との連携強化を行うことで、複雑なトラブルにも対応できる体制を整備するとともに、

消費者トラブルの相談対応から事業者への指導、それを踏まえた注意喚起までを一体的かつ迅速

に行うことで、次々と現れる新たな手口による被害を最小限に食い止めます。 

 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大時には、不確かな情報に基づいた買い占めによる日用品

の品薄や、根拠のない感染予防効果を表示した商品が多く見られました。また、近年、過大表現

で消費者の購買意欲を過剰に煽る悪質なアフィリエイト広告も問題になっています。 

 高度情報化社会の進展により、消費者が得られる情報は急激に増加したことで、消費者の生活

は便利になった一方で、不確かな情報によるトラブルは今後も増加が見込まれます。 

 誤った情報による混乱やトラブルを防ぐため、膨大な情報の中から、正確で必要な情報を選択

し、正しく読み解く力（＝情報リテラシー）を養うための消費者教育を行います。 
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 「新しい生活様式」の実践により、消費者がトラブルに遭った際の情報収集手段としてもイン

ターネットの活用が増加しています。 

 こうした消費者の生活様式や技術革新の移り変わりに合わせ、消費生活相談についても相談方

法の見直しを行い、ビデオ通話による相談対応など相談方法の多様化を図るとともに、FAQ の整

備や AI チャットボットによる助言などを通じた消費者の自己解決の支援を推進することで、利便

性向上とトラブル解決の選択肢の拡充を図り、誰もが必要な救済が受けられる相談窓口を目指し

ます。 

 教育現場におけるデジタル化の進展もまた、「新しい生活様式」により更なる加速を見せた分野

の一つです。学校に提供する消費者教育教材もデジタル化に対応した教材を検討します。 

 また、市民向けの講座についても、従来のような対面、集合によるものだけでなく、オンライ

ンやオンデマンドによる配信を積極的に取り入れ、より多くの市民に学びの機会を提供します。 

 「新しい生活様式」の実践の中で、「巣ごもり消費」の増加を背景に更なる拡大を続ける通信販

売に関するトラブルについては、その多くがインターネット広告を見て購入した商品に関するも

のとなっています。 

 そのため、消費者への啓発・注意喚起についてもインターネット広告を活用することで、今後

も多くの相談が見込まれる通信販売に関するトラブルの効果的な未然防止が期待できます。 
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     計画の推進 

 計画の推進にあたっては、札幌市消費者行政推進連絡会議を開催し、関係部局間の連絡・調整

や情報交換を行いながら、効率的に計画の推進を図っていきます。 

 また、国、北海道、その他行政機関や、学校関係者、消費者団体、事業者団体、地域の関係団体

などと緊密な連携を図り、計画の円滑な推進に努めます。 

 なお、北海道は、道内市町村全体の広域的・専門的見地から、各消費者施策を掲げており、北

海道と札幌市それぞれの取組の効果がさらに高まるよう、双方の目的や特性を十分に踏まえて相

互に連携・協力していきます。

 

   計画の進行管理にあたっては、年１回以上、計画に掲げる各施策の進捗状況について、全

庁的な検証を行います。また、その結果を審議会へ報告するとともに、審議会において、実

績の検証・評価を行い、内容については、ホームページなどを通じて市民に分かりやすく情

報を提供します。 

 

   計画の成果を確認するため、施策の柱ごとに成果指標を設定し、施策の柱に掲げる理念の

達成度を検証します。また、重点施策の達成に向けた行動目標を設定し、計画の進捗状況を

検証します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 



 第５章 計画の推進 

46 

 

 



 第５章 計画の推進 

47 

 

 

 施策の推進にあたっては、審議会や各種講座、消費生活相談業務などを通じて市民から寄

せられる意見を参考にするほか、国において進められる消費者政策の動向や、消費生活相談

の状況などの消費者を取り巻く環境の変化を踏まえ、必要に応じて計画関連施策の改善や見

直し、新たな施策の検討などを行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


